債務帳消しキャンペーン・ニュースレター
2014年 春
　前回ニュースレターを発行してから、かなり時間が経過しましたことをお詫び申し上げます。ウェブサイト（www.columban.jp）の再構築にずいぶん時間をとられてしまったことと、個人的なことですが、母の介護のために、しばらくオーストラリアに戻っておりました。 
　さて、債務キャンペーンは、現在もなお精力的な活動を続けております。とりわけ、私はジュビリーUSAの活動に注目しております。昨年あたり、ジュビリーUSAは議会折衝を約100回行い、債務法案を提出し、透明性を求めるIMFキャンペーンに着手し、さらには、新たにカリブ債務ネットワーク（Caribbean Debt Network）の立ち上げに協力しました。今日、ジュビリーUSAの活動は世界中のメディア（AP、ウォール・ストリート・ジャーナル、ワシントン・ポスト、フィナンシャル・タイムズ、ABC、CBS、NBC）で報じられています。今年ホワイトハウスで開催されたイースター朝食会では、オバマ大統領が直接ジュビリーUSAのエリック・ルコント代表に近づいて、「君たちは本当にいい仕事をやっているね」と声をかけました。大統領の言葉は、単に儀礼的なものであったかもしれませんが、彼は、ジュビリーUSAがどんな仕事をやっているかは知っているようです。 

カリブ債務救済ネットワーク
　繰り返される金融危機、自然災害後の政治腐敗や債務によって、カリブ諸国は、最も貧しい者たちに深刻な影響をもたらす債務危機に喘いでいます。昨年、ジュビリーUSAネットワークは、債務を帳消しさせるために、新たにジュビリー・カリブ債務救済ネットワークの設立に協力しました。 
 ジュビリーUSAネットワーク年末報告書2013

責任ある貸付および借入
　債務帳消しそれのみでは不十分です。国は依然として金の借り入れを必要としているので、責任ある貸付および借入が求められます。ジュビリーUSAは、責任ある貸付および借入の原則について重要な文書（The Responsible Lending and Borrowing Imperative (2012)（責任ある貸付および借入原則））を発表しました。（2011年には、AFRODAD（ African Forum and Network on Debt and Development(債務と開発に関するアフリカ・フォーラムおよびネットワーク)）が、借入憲章（Borrowing Charter）を発表。これは、借入国が、融資縮小と公的債務管理制度のために現行の脆弱な行政的、制度的、および法的手続を改善できるようにするためのものです。） 
http://www.jubileeusa.org/fileadmin/user_upload/Resources/2012_Jubilee_USA_Files/RLB_New_Formatting_FINAL.pdf 

　ジュビリーUSAは、ジンバブウェ債務キャンペーンのメンバーを米国に招いて、米国財務省および議会での会議に出席してもらいました。 

IMF春期総会におけるジュビリーUSAの行動
　ジュビリー・ドイツとともに、ジュビリーUSAは、IMF春期総会でハイレベル債務パネルを後援しました。このパネルには、グラナダ財務省常任長官（Permanent Secretary at the Grenada Ministry of Finance）のチモニー・アントワン（Timothy Antoine）氏、アルゼンチン経済省財政再建部（Argentine Ministry of Economy and Public Finance's Debt Restructuring Unit）を統括するアドリアン・コセンチオ（Adrian Cosentino）氏など、数か国の財務省上級職員が出席しました。
ジュビリーUSAネットワークEニュースレター（2014年4月号）
ハゲタカ・ファンド
　ジュビリーUSAキャンペーンの一つは、ハゲタカ・ファンドに対抗する運動です。ある国が海外の銀行に借金しているが返済できないとき、その銀行は、その債務（債権）を他の機関投資家に安く売却することがあります。そこで、機関投資家は、その国が銀行から借りた（当初の）金額すべてを自分たちに返済するよう、国に迫ることがあります。それは、たとえ彼ら自身が国に貸し付けていないとしても、です。彼らはただで金を得ようとして、特に困窮した国々から取ることが多いのです。中には強制的に「返済」させるためにその国に対して訴訟を起こすこともあります。こうした機関投資家はハゲタカ・ファンドと呼ばれています。例を挙げると、NMLキャピタルは、アルゼンチンに対して米国で訴訟を起こしました。2014年3月には、ジュビリーUSAネットワークと、その79もの協力団体が、「法を使って、強者の享楽のために貧者から取り上げることは、米国政策において具体化されている正義の意味を・・・損なう」ことだと主張し、米国最高裁に提訴しました。このケースは4月時点でもまだ結論が出されていません。[編集者注：ハゲタカ・ファンドの背後にいる者は誰なのか。誰かが自分の家を離れて実演してみせているのか。2010年、英国貴族院はハゲタカ・ファンドを禁じる法を認容した。]

債務監査
　債務キャンペーンは、どの債務が汚いかを探し出すために債務監査の実施を推奨しています（汚い債務とは、国の最善の利益に貢献しない債務であり、例えば、サダム・フセインが政権にあったときイラク政府に発生した債務である。そこでは、借り入れた金は人々の幸福のためではなく、武器や抑圧の手段、宮殿などに使われた）。汚い債務は返済する必要がありません。監査が広く行われるようになれば、今後は、監査が不適切な貸付を抑止するものとなるでしょう。 
　2013年、ノルウェーは、UNCTADの責任ある貸付および借入原則に従って、途上国への貸付を監査する最初の先進国になりました。ジュビリーUSAは国連専門家グループの一員として報告書作成に協力しました。この監査により、これまで途上国に対してノルウェーが貸し付けた債務には、現行のUNCTAD基準に適合していないものもあることが判明しました。ノルウェーの歴史的な監査は、貸方共同責任に向けた第一歩であり、他の国が後に続くよう道を開くものになります。（編集者注：日本はどうだろうか。）

http://www.jubileeusa.org/fileadmin/user_upload/Resources/2013_Jubilee_USA_Files/2013_Year_End_Report_FINAL.pdf 

金持ち国の債務

　もちろん債務は貧困国だけの問題ではありません。最近、債務問題を抱えた欧州諸国（ギリシャ、スペインなど）について様々な情報が入ってきます。ベルギー市民社会の組織であるCADTM（第三世界債務帳消し委員会）は、支配的メディアやIMF、欧州委員会は、むしろ国家の債務である公的債務に注目しているが、主たる問題は銀行の借入であると指摘しています。この債務は巨大であり、公的債務の3倍です。 政府は「支援」を受けていますが、その一部は融資（ローン）であり、大部分が銀行救済に転用されます。（ヤヌス・バルファキス教授によれば、ギリシャは3,000億ドル借り入れたが、国はわずか3％を保持したのみで、残りがすべて銀行に回った。[2013年10月22日オーストラリア国営ラジオLate Night Liveから]）政府はローンを返済する必要がありますが、それは、市民がローンの返済をしなければならないことを意味しています。ローン返済をやりやすくするために、政府は「緊縮財政」を導入しています。その条件のもとで、政府は、可能な限り多くの歳入をローン返済に充てることが求められています。そこで、政府は年金や社会福祉予算などの歳出を減らし、増税しなければなりません。（ギリシャでは、病院予算の40％削減により、2008年から2011年までに幼児死亡率は43％上昇した。）これは貧困国の経験に酷似しています。銀行を救済するには、普通の市民が苦しまなければならないのです。 多くの場合、銀行は無責任な貸付をしてきているので、返済されないとしても、その責任は銀行にあります。なぜ銀行を助けるために普通の市民が苦しまなければならないのでしょうか。なぜ銀行幹部や株主は責任をとることを求められないのでしょうか。私は、他人のローンの保証人になったというある神奈川の男性を知っています。  銀行は彼の家を差し押さえました。 経営難の銀行の従業員および株主は、どうして家を手放さなければならないのでしょうか。 

ギリシャの予算削減と幼児死亡率 http://www.abc.net.au/radio/player/rnmodplayer.html?pgm=Big%20Ideas&pgmurl=http%3A%2F%2Fwww.abc.net.au%2Fradionational%2Fprograms%2Fbigideas%2F&w=http%3A%2F%2Fwww.abc.net.au%2Fradionational%2Fmedia%2F5384098.asx&r=http%3A%2F%2Fwww.abc.net.au%2Fradionational%2Fmedia%2F5384098.ram&t=Do%20Trade%20Deals%20%26%20Budget%20Cuts%20Make%20Us%20Less%20Healthy%3F&url=http%3A%2F%2Fwww.abc.net.au%2Fradionational%2Fprograms%2Fbigideas%2Fdo-trade-deals-26-budget-cuts-make-us-less-healthy3f%2F5384098&p=1# 

　CADTMによれば、「米国および欧州の司法制度は、顧客や株主に対する組織的詐欺、組織犯罪からのマネーロンダリング、大掛かりな脱税、金利や為替相場、金融市場を操作する陰謀、文書偽造、インサイダートレーディング、証拠隠滅、横領、戦争共犯など大銀行の不正行為に直面している。今日、司法制度は銀行やその幹部が犯す犯罪および違反に目をつぶっている。民間銀行組織は、 資本主義システムの中で現代社会の法律および憲法上の機能に超越するほど重要な役割を果たすものとして認められているからだ。（米国政府はリーマン・ブラザーズの破綻を受け入れたが、他に閉鎖または解散した銀行はないし、懲役刑になった取締役もいない。西側諸国で唯一の例外は、裁判所が銀行取締役3名に懲役刑を言い渡したアイスランドである。）だから銀行家は家を失わないのである。 
CADTMニュースレター第92号（2014年3月）、93号（2014年4月）
国際会議
　2013年4月、政治家、金融専門家および市民社会の活動家たちが世界中からベルギー・ブリュッセルに集まり、債務危機に対するオルタナティブを議論するために3日間の国際会議が開催された。欧州、アジア、中南米および北米、中東、北アフリカの参加者から報告があった。論じられたテーマは、重度な債務負担に苦しむ国々に対する債務再編オプション、不公正債務を突き止めて拒否するために債務監査を実施する重要さ、並びに金利を引き下げ、ひいては債務返済費用を減らす方法などである。 

　元エクアドルの閣僚であるアルベルト・アコスタ氏は、欧州は、債務危機の解決についてもはや回答を全く持っていないと聴衆に述べ、2000年代に発展を阻害する債務問題が生じたが、出口を見つけたことについて説明した。そこでは、公的債務の監査、不公正債務の発見、ならびに最終的には返済額の削減が実行されたという。彼は、対外債務の不払いを恐れてはならないと述べ、恐れていては長期的な問題が解決できないと語った。 

　アコスタ氏はスピーカーの一人で、特に1953年のドイツの債務整理について言及した。これはロンドン債務協定として知られており、国家の返済額を半分削減し、返済期間を延長して30年以上とし、成長に否定的な影響がないようにしたものである。彼をはじめ他の人たちも、なぜこの例が今日引き継がれないのかを問題視して、発展および社会福祉を促進する債務解消を要求した。
　次に話題はチュニジアに移り、同国の憲法制定会議メンバー、ならびに債務に関する大統領顧問のマブルカ・ムバレク氏がスピーチした。彼女は、チュニジアへの貸付計画を、過酷なIMF構造調整計画を順守して条件付きとするEUの意図を批判した。さらに、彼女は、革命前にベンアリ独裁政権が契約した貸付の出所を突き止めるために、どのようにチュニジアの債務監査法案を進めていくか、そして着服された金は結局どこに行ったのかについて説明した。 

　ギリシャの状況については、アテネ国立工科大学のイアノス・ミリオス教授が報告した。同氏もまた債務危機からの出口としてロンドン債務協定のような会議および債務再編を取り上げた。さらに、彼は、債務問題と社会問題はもはや切り離せないので、中央銀行および欧州のすべての機関の政治問題化を要求した。また 持続不可能な債務に対して、債権国の納税者の負担にならない技術的な解決策があることにも言及した。たとえば、欧州中央銀行（ECB）が政府債務残高の一部を購入し、それらを金利を寄せ集めず、長期間に及ぶ返済が可能な債券と交換（スワップ）できるなら、債務で喘ぐ国々の負担を取り除くことができる。 

　最後のスピーカーであるドイツの国会議員アクセル・トルースト氏は、危機について別の観点から解釈を行った。同氏は、緊縮財政措置および国家経済の新自由主義的再編の即時停止を呼びかけた。 同氏によれば、公的債務の量は重要ではないという。それは支払う原価なのであり、したがって問題は金利である。例えば、欧州債の投入により、金利を引き下げることが重要である。トルースト氏は、EUは、例えば、金融取引税（FTT）、銀行税および富裕税を導入するなど、歳入を増やすためにもっと努力する必要がある。

http://cadtm.org/What-s-the-alternative-Experts 

アルゼンチンからの教訓
　CADTMニュースレターの記事には、アルゼンチンの経験から得られる教訓が列挙されている。まず、小さい周縁国は 債務返済の継続について主権国家としての決断ができる。国家が国際金融市場およびIMFの締め付けを打ち破ることを選択するなら、アルゼンチンの経験が示しているように、その国は一方的にそうすることができる。次に、財源を確保して、針路を変更する政策空間を自由に使えるようなったとき、債務不履行は考えられる一つの選択肢になる。これは、債務不履行後の景気が示しているように、実際アルゼンチンに起こったことである。第三に、独立した国民主体の財政および金融政策を実行できるようにするために通貨主権の回復が不可欠である。最後に、新自由主義の不正行為の遺産を克服するには、返済を履行せず、通貨主権を回復するだけでは十分ではない。より平等および持続可能性のある社会的および経済的な構造転換を行うために、特別の計画を持つことも必要である。新自由主義の克服が明示的および意識的に追及されないとしたら、残念ながらアルゼンチンの現状が示しているように、過去への復帰があり得ないわけではない。

cadtm.org/Argentina-Default-and-Beyond-What 

新たな債務危機か
　世界銀行が発表した数字によれば、現在、低所得国への融資が盛況である。2012年の低所得国への外債総額は2007年には58億ドルであったが、2012年には118億ドルに上昇した。融資のほぼ半分はほとんど2つの機関、世界銀行とIMFからによるものである。債務キャンペーンに関わる者たちは、これらの融資は途上国の新たな危機の創出になり得るという問題点を指摘している。 
jubileedebt.org.uk/news/lending-boom-imf-world-bank-account-almost-half-loans

債務とルアンダ大虐殺（20周年）
　世界銀行とIMFはルアンダに多額の融資を行ってきた。その大部分は武器購入に使用された。世銀とIMFが課した「改革」は多くのルワンダ人を貧困に追いやった。通貨切り下げは輸入品価格の急上昇を引き起こした。ガソリン価格は79％上昇した。一方で、生産者がコーヒーを売るときの売渡価格は凍結された。それによって、何十万人もの小規模なコーヒー生産者が破産した。軍の人材スカウトにとって貧困者は常設の兵士供給地となった。 

　世銀およびIMFは貸し付けた資金の使い方を管理するという義務を履行できなかった。彼らは、融資した金が武器購入に利用されていることを知った1992年初頭に、融資を中止すべきであった。彼らは直ちに国連に警告を発すべきであった。彼らは1993年まで支援を継続したので、彼らは大虐殺を準備していた政府に協力していたことになる。1991年初頭、人権団体は大虐殺の地ならしであった殺戮に国際的に注目した。世銀とIMFは、米国、フランスおよびベルギーの協力を得て独裁政権を組織的に支援した。 
cadtm.org/Rwanda-A-look-back-at-the-1994 

日本のニュース
日本の政府開発援助（ODA）に関する国連報告書 (2013)

　以下は報告書からの抜粋：
( 日本の2012年二国間ODA支出総額は144億6千万ドル。そのうち53.3％は貸付、27.1％は無償資金、19.7％は技術協力であった。 

( 日本の有償資金協力は、日本企業が存在するパートナー国のインフラ整備プロジェクトに大部分が向けられている。 

( 日本は重要な二国間債務削減を提供し、多国間債務削減の努力をしている。2003年以来、日本はODAおよび非ODA関連債務を総額183億7千万ドル帳消しした・・・現行の多国間債務削減計画では記録が混在しており、債務危機の根本的原因に完全に取り組めていない。 

( 報告書には、異論が続出しているフィリピンのコーラル・ベイ・ニッケル処理工場プロジェクト（Coral Bay Nickel Processing Plant Project）、タガニト処理工場プロジェクト（Taganito Processing Plant Project）、およびサンロケ多目的ダム・プロジェクト（San Roque Multi-Purpose Dam Project）が 記載されている。コーラル・ベイ・ニッケル・プロジェクトに関しては、環境および人権上の問題点が指摘されている。先住民から事前に、かつ確かな情報に基づいて同意を得ていない、サンゴ礁に影響を及ぼす、ならびに落水するダムから有害廃棄物が流れる、などである。 

(  二国間開発協力において、政策レベルでも計画レベルでも人権が優先課題として特徴づけられていない。

外債の影響、およびすべての人権（特に特に経済的、社会的および文化的権利）の完全なる享受に関するその他の関連する国家の国際的財政的責任に関する独立専門家の報告書（Cephas Lumina氏の日本調査報告書）。 

http://www.ohchr.org/EN/HRBodies/HRC/RegularSessions/Session25/Pages/ListReports.aspx 

ミャンマーに対する債務帳消し、2013年1月
　日本政府は、改革を支援するためにミャンマーが負っている3,263億円（35億8千万ドル）を帳消ししたと述べている。
mainichi.jp/english/english/newsselect/news/20130131p2g00m0dm027000c.html 
[編集者注：いかなる改革か？日本企業がミャンマーでビジネスを行いやすくするためであろうか？]

日本はシンガポールから支援を受領、2013年5月
　シンガポール赤十字は、外務省代表や七ヶ浜町（宮城県）の町役場職員とともに、七ヶ浜遠山保育所の再建を祝福した。1975年に開所した七ヶ浜遠山保育所は震災で倒壊し、500万シンガポールドルで再建された。これは、シンガポール赤十字が災害救援と復興努力への全面的協力の一部として行っているいくつかの再建プロジェクトの一つである。他にも多目的コミュニティ・ホール（岩手県陸前高田市）および磯部コミュニティ・センター（福島県相馬市）の再建を支援しており、現在建設中である。陸前高田市のコミュニティ・ホールは同市の災害救援センターとなり、消防署および警察署と統合される。磯部コミュニティ・センターは住民2,000人のための防災用品を備えた防災センターならびに緊急避難場所となる。これらのプロジェクトは、すべてシンガポール国民の寛大な寄付によって進められている。[注：これは貸付ではない。]
reliefweb.int/report/japan/singapore-opens-s5m-nursery-school-shichigahama
http://www.sg.emb-japan.go.jp/event_SEJE_6-1-14_j.pdf 

フィリピンへの貸付、2013年7月
　安倍晋三首相はフィリピンのアキノ大統領と会談する予定を発表し、フィリピンの対中国戦略に協力できるよう外洋巡視艇10隻をフィリピンに円借款供与することを明らかにした。さらに、ミンダナオ島での和平交渉（フィリピン最大のイスラム系武装集団と政府との対立が続いている）に協力するために、安倍首相は、学校や病院の建設、ならびに独立政治組織体（autonomous political entity）が確立されるよう人材育成のための新たな政府開発援助（ODA）パッケージの提供も明らかにした。さらに安倍首相は、災害に見舞われたとき、いつでも使用できるように「予備貸付」として100億円の提供も発表し、「戦略的利害」および基本的価値の共有を踏まえて、直ちに「戦略的パートナーシップ」を強化する用意があることを伝えた。

www.japantimes.co.jp/news/2013/07/28/national/loan-plan-for-new-philippines-patrol-ships-unveiled/#.UfXnbFPZRGE 

ウズベク・ガス発電所に借款350億ドル、2013年8月
　日本政府はウズベキスタンの火力発電所修理のために約350億円の円借款を提供する。

e.nikkei.com/e/ac/tnks/Nni20130821D21EE050.htm
ODA大綱の改定、2014年４月
　日本は、従来不可能であった外国の軍隊支援を可能とするためにODA大綱の改定を計画している。

ajw.asahi.com/article/behind_news/politics/AJ201404010044
ODA受注に対するリベート支払、2014年4月
　日本交通技術株式会社（ITC）は、日本のODAプロジェクトの実施にあたり獲得した受注のお礼として、2009年から2014年までにベトナム、インドネシアおよびウズベキスタンの政府高官に不正リベートを100回（総額1億６千万円）渡していた。 
http://the-japan-news.com/news/article/0001237691 

経済システムおよび債務
　私が最近読んだいくつかの本には、債務は、個人や国家を搾取および支配するために権力者および権力ある機関によって利用される、と書かれてあり、経済はこのように機能する必要はなく、現行のままで債務なしでより適切に機能し得ると述べられていました。アルゼンチン人のローマ教皇フランシスは「社会経済システムはその根本のところで不公正である」と語っています。

Debt Virus: A Compelling Solution to the World's Debt Problems (Jacques S. Jaikaran) 

Capital in the Twenty-First Century (Thomas Piketty)

The Debt Resisters’ Operations Manual http://strikedebt.org/drom/
Evangelii Gaudium (Pope Francis)

最新債務統計
http://cadtm.org/2012-World-debt-figures 

http://www.afrodad.org/index.php/debt/debt-profiling.html 

http://www.afrodad.org/index.php/resource-centre/publications/category/5-debt-sustainability.html 

http://jubileedebt.org.uk/countries 

http://www.imf.org/external/Pubs/ft/dsa/DSAlist.pdf 

http://jubileedebt.org.uk/reports-briefings/report/the-state-of-debt 

Google ‘JDC-Debt-Map-2011-Data-to-download’ 
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